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１　はじめに

　全国的に人口減少や少子・超高齢化の進行，頻
発する自然災害を背景とした安全・安心に対する
意識の高まり，ＩＣＴ（情報通信技術）の急速な進
展など，消防行政を取り巻く環境は大きく変化し
ている。また，全国的に火災とその死者数は減少
傾向にある一方，高齢化などを背景に救急件数は
増加している。宇都宮市（以下「本市」という）
においても，火災件数の減少や救急件数の増加，
さらには，平成27年９月関東・東北豪雨や令和元
年台風第19号による豪雨災害など，自然災害の頻
発化に伴い，「火災以外」への出動件数も増大し
ている（図１）。このように，本市消防を取り巻
く環境が大きく変化する中，今後も安定的・持続
的に消防サービスを提供していくことが求められ
る。そのためには，消防に対する市民ニーズを的
確に把握し，これまで以上に効果的・効率的に施
策・事業を推進していく必要がある。これらをふ
まえ，消防局では本市消防の課題や今後の対応を
検討するため本市の人口動態や火災・救急等の出
動状況など，蓄積されたデータの分析に着手した。

２　宇都宮大学との共同研究

(1) 共同研究に至る経緯
　本市の災害発生状況と消防施設配置との関係
を分析・評価するため，専門的知識と技術を有す
る宇都宮大学と平成27年度から２年間にわたり共
同研究を実施した。

(2) 共同研究の概要
　共同研究では，消防署・消防分署（以下「消防
署所」という）ごとの火災・救急発生状況（図
２），人口分布，管轄・出動隊別救急出動状況
（図３），消防署所の立地を評価するための消
防・救急出動シミュレーションなど，本市消防の
現状と課題に関する分析を行った。

図１　本市の災害発生件数の推移 
消防局データから作成 
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図２　消防署所と救急発生状況（平成26年） 
消防局データから宇都宮大学作成 

図３　管轄・出動隊別救急出動状況 
消防局データから宇都宮大学作成 
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３　消防署所と消防需要の分析・検討

　本研究では，宇都宮大学との共同研究で得られ
たデータや現状と課題をふまえ，本市における老
朽化する消防署所への対応策を示すため，さらに
詳細な分析・検討を実施した。

(1) 消防署所の配置・道路上の移動距離
　本市では，13の消防署所を整備しており，市域
全体を包含できるよう，計画的に配置している。
災害出動時においては，「最短時間で到着するた
めに，道路距離上で最も近い消防署所の部隊を選
定する」ことが重要であり，本市では，「消防緊
急通信指令システム｣１により，災害発生場所から
最も近い部隊を選定して出動させている。しかし，
火災や救急などへの出動状況を詳細に分析する
ためには，災害の発生場所と消防署所の位置関係
を明らかにする必要がある。その際，事案発生地
点の位置情報を持つデータを管理・編集・可視化
する必要があるため，ＧＩＳ（地理情報システム）
を用いて分析を実施した。まず，本市を４次メッ
シュ2で区分(1,758区画)し，メッシュの中心点を
災害発生場所と仮想して，それぞれのメッシュに
最も近い消防署所を算定した。次いで，算定した
「各メッシュの中心点から中心点までの道路上の
距離」を用いることで，より実動に近い範囲（以
下｢直近エリア」という）の判定を行った（図４)。

(2) 火災出動に関する評価
　総務省消防庁では，市町村が目標とすべき消防
力の整備水準として「消防力の整備指針」を示し
ている。この中では，１１９番通報から消火活動を
開始するまでに要する時間の目安が示されており，
消防署所の配置の参考とされている。

 

　本研究では，火災出動を対象として，消防署所
の直近エリア内における「出動から現場に到着す
るまでの時間（以下「レスポンスタイム」とい
う）の平均値を指標として評価した（表１）。
　各区画内の道路上の距離を活用し，各メッシュ
間における理論上のレスポンスタイムを算定した
結果，整備指針に示される目安（6.5分)3を概ね満
たす結果が得られた。

(3) 救急出動に関する評価
　救急件数は全国的に増加しており，本市におい
ても同様の傾向にある。平成30年中においては
21,649件の救急出動があり，24分に１回の頻度で
出動したといえる。

1   ＧＰＳ（位置測位システム）により災害発生場所から最も
近い部隊を自動で選定することができるシステム。
2   緯度15秒，経度22.5秒で区分した一辺約500mの格子領域。 3   レスポンスタイムに放水の準備に要する時間を含めた時間。

 
図４ 消防署所と直近エリア 
消防局データから市政研究センター作成 
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　救急出動の評価においても，レスポンスタイム
を指標としたが，火災出動とは異なり，総務省消
防庁によりその目安が示されていないため，本市
の状況を全国と比較して評価を行った。全国にお
けるレスポンスタイムは，平成21年では７分54秒
であったが，10年後の平成30年には８分42秒に延
伸している。一方，本市では，同時期間において
６分36秒から７分36秒に延伸しているが，これは
10年前の全国を上回る水準となっている(図５)。
 
(4) 将来推計人口から見る救急需要予測
　本市では，持続的に発展できる都市として，ネ

ットワーク型コンパクトシティの実現をめざして
おり，人口減少局面においても，それを最小限に
留めるための各種政策が行われている。
　人口や高齢化率は，救急件数と深く関わりがあ
る７ことから，本市の将来推計人口と救急出動実
績を基に，今後の救急件数の推計を行った（図
６）。分析の結果，本市においては，今後も緩や
かに救急件数は増加していくことが示された。

(5) 洪水浸水想定区域と消防署所の配置
　近年の自然災害は大規模化・頻発化しており，
現在の消防署所が整備された時点と比べて，想定
される被害の規模も変化している。平成30年度に
は，姿川・田川洪水ハザードマップの改訂に伴い，
洪水浸水想定区域が細密化されたほか，想定被害

4   1,758メッシュのうち山林・河川等の人口分布のない538メッ
シュを除く。
5   消防力の整備指針から算定。
6   平成26年中の救急件数20,028件のうち，位置情報を持たない
事案を除く。

7   総務省消防庁「人口減少社会における持続可能な消防体制の
あり方に関する検討会報告書」，
https://www.fdma.go.jp/singi_kento/items/kento180_38_01
houkokusyo.pdf, 2020年２月３日取得

表１ 署所管轄区域とレスポンスタイム 
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図６ 人口・高齢化率と救急件数の推計 
消防局データから作成
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の範囲も拡大している。
　消防署所は，災害時における拠点施設であり，
想定される大規模な自然災害が発生した際にお
いても，消防機能の維持が求められる。そのため，
消防局では，消防署所への浸水発生時には，人
員・車両・資機材を一時的に移転するなどにより
対応しているほか，これらの消防署所の立地の在
り方について検討している（図７）。

(6) 消防団詰所の配置
　本市消防団は１団26分団で構成されており，
152の消防団詰所を各地域に設置している（図
８）。
　消防団詰所は消防署所と同様に，災害対応の重
要な拠点施設であるため，大規模な豪雨災害によ
り当該河川が氾濫し洪水浸水被害が想定される
場合，その機能を移転するなどにより対応してい
る。

４　まとめ（今後の課題について）

　研究活動を通して，人口・消防需要の分布や救
急需要の将来推計，さらに，出動シミュレーショ
ンによる消防署所の立地の検証など，本市消防の
現状を多角的に分析することができ，既存の統計
資料では見出せない課題を抽出した。消防局では，
これらの分析・検討の内容をふまえ，老朽化する
消防署所の計画的な整備に向け，平成30年度に
「消防施設整備方針」を策定した。今後は，より
良い消防署所の整備を実現するため，人口動態や
消防需要を常に注視しながら，研究活動を継続的
に実施する必要がある。さらに，近年における自
然災害の発生状況や消防署所と洪水浸水想定区
域の状況を明らかにし，豪雨災害等により，浸水
被害が想定される場合における消防機能の具体的
な移転先の検討を行った。今後は，分析・検討に
より得られたデータを活用するため，消防職員が

日常業務に活用できる環境を整備するとともに，
課題を明確化し，解決に資する検討を行うための
ツールとして，ＧＩＳを積極的に活用していくこ
とが求められる。

●消防施設整備に係る調査・分析

図７ 洪水ハザードマップと消防署所の配置 
消防局データから作成 

図８ 消防団詰所の配置と管轄区域 
消防局データから作成 




